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TOPICS 
■ＳＮＳ等に労働者の募集に関する情報を載せる

際の注意点 

◆労働者の募集広告には、募集主の氏名等表示が必要 

職業安定法では、インターネットやＸ等のＳＮＳを

含む広告等により、労働者の募集に関する情報等を提

供するときは、虚偽の表示または誤解を生じさせる表

示をしてはならないとされています（第５条の４）。 

 昨今、インターネットで犯罪実行者の募集が行われ

る事案（闇バイト）が見られ、その中には、通常の労

働者募集と誤解を生じさせるような広告等も見受け

られることから、厚生労働省は、ＳＮＳ等を通じて直

接労働者を募集する際には、 

①募集主の氏名（または名称）、②住所、③連絡先（電

話番号等）、④業務内容、⑤就業場所、⑥賃金 

以上６情報は必ず表示するよう、事業者に呼びかけて

います。 

○「住所（所在地）」はどこまで記載すればよいか？ 

 ⇒ビル名、階数、部屋番号まで記載が必要です。 

○「連絡先」として何を記載すればよいか？ 

 ⇒電話番号、メールアドレスまたは、自社ウェブサ

イト上に備え付けられた専用の問合せフォームへ

のリンクのいずれかを記載する必要があります。 

○氏名等の情報自体を記載せず、氏名等の情報が記載

されている会社ウェブサイトの募集要項等のリン

クを記載することでも問題ないか？ 

⇒会社ウェブサイトの募集要項等のリンクのみで

は、そもそも求人であるかどうかも含め、誤解を招

く可能性があるため、募集情報を提供する広告等自

体に上記６情報を記載する必要があります。 

○業務内容、就業場所および賃金については、職業安

定法第５条の３や労働基準法第 15 条で求められる

のと同じように詳細を記載する必要があるか？ 

⇒必ずしも同じである必要はないが、求職者が誤解

を生じないよう、業務内容や就業場所、賃金につい

て記載する必要があるとしています。例えば、就業

場所について、「就業場所の変更の範囲」は記載せ

ず「雇入れ直後の就業場所」のみを示す形や、複数

の候補を示し、「応相談」とする形、賃金について、

「時給 1,500 円～」とする形でも、記載があれば、

直ちに職業安定法第５条の４違反とはならないと

考えられるとしています。 

 
【厚生労働省「労働者の募集広告には、「募集主の氏名（又は名称）・

住所・連絡先（電話番号等）・業務内容・就業場所・賃金」の表示が必

要です」】 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/

koyou/haken-shoukai/r0604anteisokukaisei1_00006.html 

 

編集後記：今年もまた 1 年で 1 番チョコレートの需要が⾼まる時期がや
ってきました。⼤⼿百貨店での特設売り場は広く、商品も豊富で⽬移り
しますね。贈答⽤、配布⽤、⾃分⽤、⽤途が幅広くなった近年のバレン
タイン、皆様も美味しいチョコレートとの出会いがありますように。 

 

         

             

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■有給休暇の取得率上昇とプレゼンティー

イズム 

◆年次有給休暇の取得率は 10 年で急上昇 

厚生労働省から令和６年「就労条件総合調査」の結

果が公表されました。令和５年の１年間に企業が付与

した年次有給休暇（繰越日数を除く。）の取得率は

65.3％（同 62.1％）となり、昭和 59 年以降最も高く

なっています。10 年ほど前には 40％台後半でしたの

で、実に 20 パーセントポイントほども急上昇してい

ることになります。 

◆プレゼンティーイズム 

こうした流れの中で、職場の管理職の中には「最近

の若い者は休みばっかり取っている」と感じる向きが

あるかもしれません。もしかすると、それは「プレゼ

ンティーイズム」に陥っているからかもしれません。

プレゼンティーイズムとは、単に職場に物理的に存在

することを重視する傾向や、長時間労働を美徳とする

考え方を指します。実際の生産性や成果よりも、職場

にいることを偏重する誤った労働観、という意味で使

われる言葉です。プレゼンティーイズムに凝り固まる

のは問題がありますが、一方で、その場にいないとコ

ミュニケーションが不足し、報連相がスムーズにいか

なくなるのも事実でしょう。新しい連絡ツールなどが

いろいろと登場しているとはいえ、その場にいるこ

と、リアルな対面での情報交換の重要性が消えてなく

なることはないでしょう。何事もバランスの問題かも

しれません。バランスの取れた判断をするためには職

場のリーダーや管理者の意識が重要となります。「会

社の売上が減っているのに休みばっかり取って……」

と不満を抱えて憂鬱になるより、売上減の要因を探っ

て対策を考えるほうが建設的でしょう。 

◆社内規程のアップデートも忘れずに 

時代に適合しない企業は生き残れません。リーダー

の考え方にアップデートの余地がないか、ちょっと立

ち止まって考えてみるのも有益かもしれません。もち

ろん、就業規則などの社内規程のアップデートも忘れ

ずにしておきましょう。 
【厚生労働省「令和６年就労条件総合調査 結果の概況」】 
https://www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/roudou/jikan/syurou/24/ind
ex.html 


